
習志野市介護サービス事業者支援金交付要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受けた

介護サービス事業者に対して習志野市介護サービス事業者支援金（以下第３条

第２項第１号を除き、「支援金」という。）を交付することにより、介護サー

ビス事業者の負担軽減を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、次に定めるところによる。 

(１) 居宅介護支援 介護保険法（平成９年法律第１２３号）で規定する居

宅介護支援 

(２) 福祉用具貸与 介護保険法で規定する福祉用具貸与 

(３) 特定福祉用具販売 介護保険法で規定する特定福祉用具販売 

(４) 通所リハビリテーション 介護保険法で規定する通所リハビリテーシ

ョン 

(５) 特定施設入居者生活介護 介護保険法で規定する特定施設入居者生活

介護 

（交付の対象） 

第３条 この支援金は、第２条に掲げる介護サービスを提供する事業所（以下

「介護サービス事業所」という。）であって、次に掲げる要件を全て満たす

ものを対象とする。 

(１) 令和７年４月１日現在において、本市において事業所を適正に運営して

いること。 

(２) 令和７年４月１日以後、継続して本市において前号の事業所を適正に運

営しており、かつ、当該事業所を廃止する意思がないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる介護サービス事業所は交付の対象と

しない。 

(１) 介護サービス事業所と同一住所地又は同一建物内で同一の事業者が運

営する障害福祉サービスについて、習志野市障害福祉サービス事業者支

援金交付要領に基づく支援金を受けた又は受けようとする場合におけ

る、当該介護サービス事業所 

(２) 介護保険法第７１条第１項の規定により指定があったものとみなされ

た介護サービス事業所（いわゆる医療みなし指定を受けた事業所） 

(３) その他市長が適当でないと認める事業所 

（支援金の算定方法） 

第４条 支援金の交付は１回限りとし、別表の事業所種別欄に掲げる事業所の



区分に応じ、同表支援金額欄で定める１事業所あたりの支援金額又は１人あ

たりの支援金額に、同表事業所種別欄の各区分に該当する事業所又は定員の

数を乗じて得た額（以下「事業所種別支援金額」という。）とし、事業所種

別支援金額が複数ある場合は、これらを合計した額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一住所地又は同一建物内で同一の事業者が運

営する介護サービス事業所が複数ある場合は、別表の事業所種別欄に掲げる

額が最も大きい１つの介護サービス事業所のみを算定する。 

（交付申請） 

第５条 支援金の交付を受けようとする介護サービス事業者（以下「申請者」

という。）は、習志野市介護サービス事業者支援金交付申請書（別記第１号

様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 支援金を振り込む金融機関の口座通帳の写し等口座番号が確認できる

もの 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定の通知等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を

審査したうえで交付の可否を決定し、習志野市介護サービス事業者支援金交

付可否決定通知書(別記第２号様式)により申請者に通知する。  

（交付決定の取消し等） 

第７条 市長は、支援金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、支援金の交付決定を取り消し、又は既に交付した支援金を返還さ

せることができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により支援金を受けたとき。 

(２) この要領の規定に違反したとき。 

（補則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和７年４月１６日から施行する。 

（この要領の失効） 

２ この要領は、令和８年５月３１日限り、その効力を失う。 

３ 前項の規定にかかわらず、第７条の規定は、前項に規定する日後も、なおそ

の効力を有する。 

  



別表（第４条） 

事業所種別 区分 支援金額 

居宅介護支援 

Ａ 
１事業所あたり 

１０万円 
福祉用具貸与 

特定福祉用具販売 

通所リハビリテーション Ｂ 
１事業所あたり 

３０万円 

特定施設入居者生活介護 Ｃ 
定員１人あたり 

２万５千円 

 


